
過労死防止学会第8回全国大会 龍谷大学

過労死・過労自殺の現状と働き方改革
～学校職場から考える～

清山 玲（茨城大学 教授）



１．はじめに なぜいま学校職場をとりあげるか

1. 長時間労働職場である

2. サービス残業を合法化する法制度や慣行とその見直し

3. 労災認定基準が厳しく過労死・過労死自殺件数の量的把握に大
きな問題がある

4. 業務内容・遂行方法の見直しの中で新たな事態が進行

兼業・副業の活用促進

1年単位の変形労働時間制の導入

5. 時間外労働時間の短縮と持ち帰り残業の増加の同時進行化
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教員の長時間労働問題 社会問題化
OECD調査 2回連続（2013.2018） 労働時間が世界1長い国
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仕事内容別では 課外活動指導の差が顕著
授業と授業準備だけで 平均：総計の70％ 日本は47％！
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Ａ県の公立中学の長時間労働者割合
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教員の平日1日の労働時間

国（2016年調査）

Ａ県（2017年度、2020年度）

非常に多岐にわたる業務

毎日平均時間11時間以上の仕事
+持ち帰り残業

休憩時間 1日平均0分 10分

長時間労働なのに・・・法定1時間

＊中学教員 部活動平均1時間

運動部顧問はこれを大きく超える

土日の活動時間も多い2022/9/10 清山玲 茨城大学 6



教員の過労死過労自殺
10年間で認定された事案 172 うち死亡63（脳心臓38、自殺25）

地方公務員の公務災害認定状況（2010年1月-2020年3月）　
（件、％））

計 うち死亡
死亡事案
に占める
割合

計 うち自殺
死亡事案
に占める
割合

義務教育学校職員 61 24 36.4 49 13 14.4 37 110
義務教育以外の教育職員 27 14 21.2 35 12 13.3 26 62
警察職員 35 13 19.7 20 11 12.2 24 55
消防職員 8 3 4.5 27 6 6.7 9 35
電気ガス水道 1 0 0.0 4 0 0.0 0 5
運輸事業職員 0 0 0.0 3 2 2.2 2 3
清掃事業職員 0 0 0.0 2 0 0.0 0 2
船員 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0
その他（一般職員等） 50 12 18.2 146 46 51.1 58 196
計 182 66 100.0 286 90 100.0 156 468

脳心臓疾患 精神疾患・自殺
死亡事案
計

公務災害
計

資料）（独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所、過労死等防止調査研究センター、「令和3年度地方公務員の過労死
等に係る公務災害認定事案に関する調査研究事業　調査結果報告書」2022年より清山作成。
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精神疾患による休職者と認定
「令和元年度過労死等の公務災害補償状況について」

長時間労働なのに、精神疾患休職者5000人超なのに
請求あきらめる人が多い

•精神疾患

2019年度

受理件数 23（うち死亡１）

認定件数 8（同1）

2018年度

受理件数 27（4）

認定件数 1（0）
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中央教育審議会「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための
学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」77頁
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推進本部（2019）第2回会議資料
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推進本部（2019）第2回会議資料
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文科省（2020）「「学校における働き方改革推進本部（第４回）」資料より
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文科省（2020）「「学校における働き方改革推進本部（第４回）」資料より
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教員の労働災害認定をめぐるこれまでの論点

1. 時間外勤務の認定が超勤4項目に限定されてきた

→非常に厳しく 現実から乖離

２ 多くの時間外労働は

＊教員の労働 自主性・自発性・創造性に基づく

＊仕事 何をどれだけするか 教員の裁量

＊時間は自己管理すべき

3. 過労は校長の指示ではない

→自己責任、労災認定されにくい 過少認定

＊裁量労働制や高度プロフェッショナル制度下で

働くホワイトカラーと共通する問題

給特法改正へ

★従来の時間外認定

給特法4条

超勤4項目 ○実習

○学校行事

○職員会議

○非常災害

臨時または緊急のやむを得な

い業務かつ校長の指示下で

行われたもの

＊部活動指導は、過労死水準
でもボランティア扱い
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教員の労働時間をめぐる論点（給特法改正）

主な法改正 ① 1年単位の変形労働時間制の適用 2021年4月1日施

② 労働時間の上限に関する指針の策定 2020年4月1日施

評価できる点

１ 教員の長時間労働は極めて深刻

命令に基づかない超勤４項目以外の時間外労働の存在を認めた

２. 教育の質の維持・向上、効果的な教育のためには、働き方改革が不可欠

・業務量の適切な管理の必要性をみとめ 指針の策定
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法改正の問題点・課題
＊1年単位の変形労働時間制の適用 2021年4月1日施行

・繁忙期に12日連続勤務に道を拓く

・１週の平均労働時間40時間（法定上限 年間2085時間）

＋残業 手当（1日10時間超 繁忙期 52時間超）

＊総労働時間の枠が守られれば労働時間は大きく減少できる

しかし、現状と実態の乖離→導入困難

＊労働時間のシフト変更が原則としてできない制度 実態と合わない 研修・大会その他

な業務の連続

これを正当事由と認めれば、変形労働制の適用要件の形骸化

→民間だと労働時間は減らずに残業代が経るだけ

・働く人の労働時間の裁量権が制約される→学校の裁量権を大きく制約

研修その他自発性・創造性に基づく仕事の相当部分が労働時間外

（自己啓発！？）になりやすい

→ワーク・ライフ・バランスしにくくなるリスクがある 配慮規定あるけれど・・・
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問題解決のための現状認識 1

1. 教員の業務が複雑化、専門外の指導も増加←教育支援員の活用

障害児支援、子どもの貧困支援、保護者の支援（外国籍含む）

部活動支援、科目外教育、情報化、・・・

教育支援員の職場がブラックにならないよう注意が必要

2. 労働時間の正確な把握 タイムカードの場所、入力方法に工夫が必要

→まず休日の確保と勤務間インターバルの確保・・・計画と調整

少しでも早くできるように 生命線

3. 目標：長時間労働の是正、休日労働確保をスローガンに、

誰もが帰れる職場作り

業務負荷の改善なしの子どものための教育改善は×

4．時間外業務を実態に合わせ幅広く認める・・・2022年7月の判決参照
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問題解決に向けて
1. 労働安全衛生を学校長にだけ責任を負わせない

→ ☆校長等が相談できる支援窓口の設置

☆問題解決できる財源・ヒトを確保

働き方改革支援の専門職派遣（各職場に応じた支援）

ヒトの確保、DX予算の確保

☆時間短縮のための各種方策を同時進行

効果の測定は 複数年で月ごとの労働時間で図る

・・・効果測定期間に問題がある

業務の繁閑を考慮して、複数年の期間をみる必要
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業務内容・遂行方法の見直しは不可欠

・部活動改革 部活動数の削減、大会（数の削減、運営方法の見直し）

実質的な複数顧問制

活動時間制限と休養日の厳守

地域移行を含む部活動支援員の活用（支援員の条件も確保）

•免許取得科目者を確保（科目外指導）

•小学校 教科担任制の実質化

（全科目あるいは科目外、学年移動の負荷は大きい）

• DX 授業・会議資料作成業務の軽減、

プリンタ増設、クラウドその他の活用（ペーパーレス）、

スマートフォン・タブレットの活用
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業務内容の見直し2
部活動

・「教員の本務」に支障をきたさないようにする

・部活動指導員・地域以降により地域人財の活用を図る

・部活動時間の制限 ・・・休養日の設定は教員にとって必要なだけ

でなく、子どもの健康・運動能力向上にも＋

・地域移行により教員の部活動支援の一部が兼業・兼職

→ ・教員の総労働時間が見えにくくなる・・・過労死防止にー

・低賃金・不安定雇用職場拡大のリスク増大

＊兼業を含めた総労働時間の把握が必要！

→兼業兼職を含めた労働安全衛生注意が必要
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おわりに

・長時間労働下での変形労働時間制の導入には慎重な姿勢が必要

WLBを阻害したり、労働時間を見えなくする動きの加速になりかねない

・休憩時間の確保

・勤務間インターバルの導入の可能性

・管理職とともに働く側の意識・行動改革の推進

視点のチェンジ 子どものために・・・

→長時間労働は子どもの教育（本務）に－

・いま長時間労働是正のチャンス

残業手当より時間削減を要求の中心に
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